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期的対応方案セミナー資料集』  2012.7.11. 韓国刑事政策研究院、11頁。
韓国の学校暴力予防法の改正をめぐって*
李　定玟（韓国檀国大学校）

































７　http://law.ice.go.kr/ice/adjudge/precedent.jsp 2020. 3. 23．2020-9号
８　https：// www.s impan.go.kr/nsph/sph315p.do?prgn_claim_id=40&claim_ty_













































































































































































































































































































































































































34　憲法裁判所2016.4.28. 2012ホンマ 630 決定。
35　ハワードゼア/ジョギュンソクほか訳、『回復的正義を実現するための司法の理念と実践』
KAPB、2015、21頁。
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１．いじめ法制の整備が求められる背景
今から約十年前になるが、2010年12月頃、台湾の桃園県（2014年12月から直
轄市に昇格し、現在は桃園市）に所在し、道徳教育重視を標榜する県立八徳中
学校において、当時一年生の女子生徒が校内トイレにおいて同級生達に裸での
写真撮影を強要された事件が大きく報道された。同校では上級生によりいくつ
かのカーストが組織され、学校の生徒や教師に対する暴力行為や不敬的行為が
慣行的に行われていたことが明らかになった１。同校の実態が次から次へとメ
ディアで明らかにされ、同校の設置者に当たる当時の桃園県の教育局長は辞職
を申し出、同県は校長に対し、事実調査受け入れと停職を命じた２。
中央政府による動きも大きかった。まず当時教育部（日本中央政府の文部科
学省に相当する台湾の政府機関）の部長だった呉清基は、自ら同校へ出向いて
事実を聴取した他、同校の教職員や学生達の混乱を収束させるため、いじめ行
為を撲滅する大切さを訴えた。その後、当時総統職にあった馬英九も、記者会
見において学校側だけではなく、地方や中央政府の主務機関も主導的に調査を
行い、迅速な対応を取るべきであり、事件性のある場合、検察部門も積極的に
介入して政府としての説明義務と再発防止対策を取らなければならないとの考
えを示した３。
１　「蘋果新聞網HP」（師生「忍無可忍」 縱容霸凌 校長下台）〈https://tw.appledaily.com/
headline/20101222/CYBE6CQPBENFDJKS5X7KG434YA/〉を参照（2020年12月11日）。
「民視新聞網HP」（霸凌風暴 八德國中校長停職）〈https://www.youtube.com/watch?v=
　　rYKntgwEKkQ〉を参照（2020年12月11日）。「中時新聞網HP」（嗆要槍殺師霸凌集團化 
64老師連署換校長）〈https://www.chinatimes.com/newspapers/20101221000337-260102?
　　chdtv〉を参照（2020年12月11日）。
２　「公視新聞網HP」（涉隱匿校園霸凌 八德國中校長停職）〈https://news.pts.org.tw/article/
　　166881〉を参照（2020年12月11日）。
３　「大紀元新聞網HP」（談霸凌 馬英九：主動發掘處置）〈https://www.epochtimes.com/b5/
　　10/12/28/n3125901.htm〉を参照（2020年12月11日）。
台湾におけるいじめ問題解決のための
法制の整備とその課題
宋　峻杰
国家教育研究院（台湾）
教育制度及び政策研究センター助理研究員
学校教育活動の「法化」現象に関する東アジア比較研究
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